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2005年のベトナムの実質GDP成長率（暫定値）は8.4％に達する見込みで（表12.1），表1.2で報告された予測を上回っている。経済成長が加速しているため，1999～2005年の1人当たり実質GDP成長率は41％に達する。平均所得がいまだに低く，貧困層が人口の大部分を占めるベトナムにとって，経済成長は生活水準を改善するために非常に重要である。また，ベトナムの平等主義は貧困者層に対し有効に機能し，乳児死亡率を見ると，2000年の段階でベトナムよりも豊かな中国（表3.1）やインドネシア（表7.1），フィリピン（表9.1），タイ（表11.1）よりも低くなっている。

予測ではインフレ率は引き続き高く，GDPデフレータが8.0％に低下する一方で消費者物価指数は8.2％に上昇した（表12.2）。インフレ圧力は引き続き強く，政府は緊縮的なマクロ経済政策で物価の上昇を抑えようとするだろう。これに応じて経済成長が減速するとの見方が強まっており，2006年のインフレ率は1～2％低下すると予想されている（表1.2）。ベトナムでは1980年代後半に市場経済化推進のためのドイモイ政策を実施して以来，高いインフレ率が続いた。インフレをコントロールし，所得増大に成功してきたことは実質GDPに占める民間最終消費のシェアが1992年の5分の4から近年は3分の2に低下していることからも伺える。

このような市場経済への移行のための顕著な政策の成功にもかかわらず，政府はいまだ難しい政策の舵取りを強いられている。政府は近年，制度改革にも着手している。この中には1999年の民間企業に対する多くの障壁を取り除いたことや2004～05年にかけての企業と投資に関する法令を一本化したことなどが挙げられる。しかし，1995～2004年で見ると，GDPに占める政府系企業のシェアや政府投資は相変わらず極めて高い。GDPに占める政府系企業のシェアは約5分の2（実質GDPの40～41％，名目GDPの38～40％）を占めている。一方，総投資に占める政府投資のシェアは1996～97年に49％，1998～2000年には59～60％を占めている。ただし，2003～04年には54％に若干低下している（Vietnam, General Statistics Office，various years c）。ベトナム人の多くが就業する農業部門とサービス部門では政府系企業はほとんど見当たらない。そのため，政府系企業の雇用シェアは1991～2004年にかけて9～10％ときわめて低い。ベトナム政府系部門は，近年投資シェアの多くを占め，生産高も大きいが，雇用シェアは極めて小さい。

ベトナムは基本的に農業国であり，2004年時点で全体の58％が農業部門に従事している(表12.1)。先述したようにベトナムの農業部門は圧倒的に民間企業で占められている。1994～99年の農業GDPのほぼ96％が民間企業によるものであった。これは名目で見ても実質で見ても変わらない（Nguyen et al.，2002）。所得が増大するにつれ，近年農業部門の雇用シェアは急激に低下している。一方で，他の部門（主としてサービス部門）の雇用シェアは急激に上昇している。サービス部門の中でも商業のGDPが最大である。製造業は経済成長に重要な貢献をしてきたが，雇用シェアも2004年には全体の12％になり，実質GDPに占める比率も2004～05年にかけて22～23％に達している。

ドイモイ政策は国際貿易と資本移動に扉を開いた。1986～87年にかけて財貨・サービスの輸出入はともに名目GDPの6分の1以下でしかなかった。ところが2004年になるとこれらのシェアは2つとも3分の2を超えるようになる（表12.1）。急速に発展する途上国ではよくあることだが，ベトナムの輸入は輸出よりも急激に増大した。その結果，1990年代半ばと2003年に大きな経常赤字を計上することになった（表12.2）。しかし，この経常赤字は1990年代後半と2004～05年にかけて減少している。これは移転収支の改善（主に援助の流入）があったためである。多国籍企業による直接投資の流入は1990年代半ばで多かったが（1995～97年でGDPの7～10％），近年はそれよりは減少している。多国籍企業による生産シェアは1995～96年にかけて実質GDPの7％から2004年の12％に上昇している。しかし，政府系企業と同じように多国籍企業はその生産シェアに比べると雇用者のシェアが極端に小さく，2000～04年は1～2％程度であった（Vietnam, General Statistics Office，various years c）。近年，多国籍企業は国際貿易においても重要な役割を果たしている。2003～04年で見ると，輸出の半分以上，輸入の3分の1以上を多国籍企業が行っていることがわかる。
ベトナムでは農業部門が大きなシェアを占めているため，国際貿易においても農業製品は大きなシェアを占めている。ただし，そのシェアは，近年，低下傾向にある（表12.3）。一方，製造業（最大の輸出品は衣類と履物）は急激に拡大している。鉱物性燃料の輸出は1980年代後半と1990年代前半に拡大したが，近年は変動が激しい。これは原油価格の変動を反映している。機械製品やその他製品（繊維と鉄鋼が中心）は近年最大の輸入品目になっている。かつて化学製品の輸入シェアも大きかったが，2000～04年には低下している。ベトナムの対米国輸出は米越二国間通商協定以降，急激に増大した。2001年にはわずか7％でしかなかったが2003～05年には18～19％にまで急増している（表12.4）。しかし，ベトナムから米国や他の国々への輸出は保護主義的な政策の影響も受けている。ベトナムは2005年を通じて世界貿易機関への加盟を働きかけており，2006年中には参加が認められるかもしれない。ベトナムと東アジア諸国との経済関係も深い。日本と中国は大きな輸出市場であり，日本，中国，韓国，台湾，シンガポールは主要な輸入相手国である。また，日本はベトナムにとって最大の二国間政府援助供与国である。

ベトナムと日本の貿易関係はベトナムと対世界貿易との関係によく似ている（表12.5）。日本はベトナムに主に機械製品を輸出し，ベトナムは日本に主に農産物，鉱物性燃料，衣類を輸出している。実は日本はベトナムに衣類や鉄鋼も輸出している。さらに，近年では電気・情報通信機械の双方向の貿易も盛んになっている。これは主に中間財として用いられるさまざまな部品である。1993年にはベトナムで操業する日系多国籍企業は1,000人未満の従業員しか雇っていなかった。しかし，経済産業研究所の公式推計値によると，2002年には5万人に達している（表12.6）。日系多国籍企業が雇用と販売額の圧倒的シェアを持つのは，電気・情報通信機械と輸送機械である。

151

